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をいただいた株主様に対する交付書面の記載には含まれておりません。
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ＫＨネオケム株式会社



2024/02/20 18:04:28 / 23062309_ＫＨネオケム株式会社_招集通知

主要な営業所及び工場等

区 分 所 在 地 等

本 社 東京都中央区

工 場 四日市工場（三重県四日市市）、千葉工場（千葉県市原市）

研 究 開 発 拠 点 技術開発センター（三重県四日市市）、ＫＨ ｉ－Ｌａｂ（神奈川県川崎市）

支 店 大阪支店（大阪府大阪市）

区 分 会 社 名 本 店 所 在 地

国 内
黒金化成株式会社 愛知県名古屋市

株式会社黒金ファインズ 愛知県名古屋市

国 外 KH Neochem Americas, Inc. 米国イリノイ州

事業報告

主要な営業所及び工場等（2023年12月31日現在）
①　当社

②　子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

使 用 人 数
（ 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 ） 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

831名（6名増） 39.8歳 14.6年

使用人の状況（2023年12月31日現在）
企業集団の使用人の状況

（注）１．当企業集団外への出向者を除き、当企業集団内への受入出向者を含めております。
２．パート等の臨時従業員は含んでおりません。
３．当社グループは、主として石油化学製品の開発・製造・販売を行っておりますが、化学品事業の単一セグメント

であるため、セグメントごとの記載をしておりません。

借 入 先 借　入　額（百万円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,300

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,000

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,700

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,400

主要な借入先の状況（2023年12月31日現在）
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額 （ 百 万 円 ）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 42

会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）１. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、監査職務執行状況及び報酬の算出根拠等の妥当性を検討した結果、相当であ
るものと判断し、会計監査人の報酬等について同意しております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に関する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に関す
る報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載してお
ります。

３. 当社の重要な子会社のうち、黒金化成株式会社、KH Neochem Americas, Inc.については、当社の会計監査人以外の監
査法人の監査を受けております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の独立性や信頼性その他職務の執行に関する状況等を総合的に勘案し、その
必要性があると判断した場合、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を
決定いたします。その場合、取締役会は、監査役会の当該決定に基づき、会計監査人の解任又は不再任
に係る議案を株主総会に提出いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれかに該当すると認められ
る場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任する方針です。この場合、監査役会が選定した
監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告い
たします。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、会社法及び会社法施行規則に従い、業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制シス
テム）の整備方針につき取締役会において決議をしております。
　その内容及び運用状況の概況は以下のとおりです。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（法令定款遵
守体制）

①当社は、当社及び子会社（以下、併せて「当社グループ」という）が、法令、定款及び社会規範を
遵守し、高い倫理観を持って行動することを経営の基本と考え、企業活動における行動原則として
「コンプライアンス・コード」を定め、当社グループにおいて、コンプライアンスを遵守する風土
を醸成し、体制を整える。

②当社は、「コンプライアンス・コード」を確実に実践するために、これを補足し、内容をより明確
にした各種ポリシーを定めるとともに、必要な諸規程類を定め、これらを取締役、執行役員及び従
業員（以下、併せて「全役職員」という）に周知徹底する。

③当社は、担当役員の下、コンプライアンスを推進し、また違反事案に対しても迅速かつ適切に対応
するとともに、担当役員は、当社グループのコンプライアンスの遵守状況につき、定期的に取締役
会に報告する。

④当社は、機密性・匿名性及び不利益取扱いの禁止を担保した内部通報及びコンプライアンス相談の
窓口を社内外に設け、これを周知し、コンプライアンス違反及びその恐れのある事案について、報
告、相談を受け、早期発見・対応を行う。

⑤当社は、重大なコンプライアンス違反に対しては、取締役会に速やかに報告し、取締役社長の指示
の下、迅速かつ適正に調査を行う体制を整えるとともに必要な対策を速やかに講じる。

⑥当社は、コンプライアンスを推進するための会議を定期的に開催するとともに、必要な教育や施策
を実施する。

　　【運用状況】
　　　法令定款遵守体制において、全ての基本方針につき「実施している」ことを確認いたしました。
　　　特に2023年においては、以下のような取組みを実施しております。

・コンプライアンスに係る各種研修や各職場で選出したコンプライアンスリーダーを中心としたワー
クショップの実施、さらにはコンプライアンス意識調査の結果を踏まえた職場ごとの改善への取
組み等により、コンプライアンスを重視する風土の醸成を図っています。

・持続可能な調達を実現していくことを目的とした「サステナブル調達ガイドライン」を制定し、従
業員及び取引先への周知を行いました。

・会議体の実効性向上を目的とした「委員会等設置規程」を制定し運用を開始するとともに、それに
あわせ各種ポリシー等を見直しました。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

・公益通報者保護法の改正を踏まえ、従事者に対し、法令の周知、研修等を継続して実施していま
す。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報保存体制）

①当社は、「コンプライアンス・コード」を受け、情報管理に関する法令及び社会規範を遵守し、適
正な情報管理体制を整備する旨、「情報セキュリティポリシー」として定め、またこれに基づく社
内規程を整備し、情報を適切に管理する。

②当社は、担当役員の下、全社の情報セキュリティを強化・維持し、違反事案に対しても迅速かつ適
切に対応する。

③当社は、適正な情報管理を推進するための会議を定期的に開催するとともに、必要な教育や施策を
実施する。

④当社は、適正な情報管理の下、取締役及び監査役がいつでも職務の執行に係る重要な文書・情報に
アクセスすることができる体制を整える。

【運用状況】
情報保存体制において、全ての基本方針につき「実施している」ことを確認いたしました。
特に2023年においては、以下のような取組みを実施しております。
・FA系のセキュリティ対策について外部アセスメントを実施し、現状把握と課題の抽出を行いまし

た。
・情報セキュリティ推進会議を開催し、各部門での情報管理の実情を把握するためのセルフアセスメ

ントを実施するとともに、専門家による教育を実施しました。
・情報セキュリティインシデントを部門長に周知し、情報セキュリティに関する意識を高めました。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（損失危険管理体制）
①当社は、担当役員の下、全社のリスクを把握し適切な対策を講じるとともに、必要な規程類の制定

を行い、周知徹底すること等により適正なリスク管理体制を整備する。
②当社は、定期的にリスク管理に関する会議を開催し、経営上のリスクを抽出の上、事業への影響度

と発生確率に基づく分析により重要なリスクを特定し必要な対策を講じる。
③取締役会は、重要なリスクについて、定期的に報告させ、必要な対策とその実施状況をモニタリン

グする。
④当社は、各部門において、所管する業務に係るリスクを収集・評価し、リスク要因を抽出の上、必

要な対策を講じることで、リスクの低減と顕在化の防止を図る。
⑤当社は、事業継続マネジメント（BCM）基本方針を定め、これに基づき各事業場につき、事業継続

計画（BCP）を整備し、緊急事態における損害の最小化、早期復旧、事業継続を図る。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

【運用状況】
損失危険管理体制において、全ての基本方針につき「実施している」ことを確認いたしました。
特に2023年においては、以下のような取組みを実施しております。
・リスク管理委員会の下、全社リスクの洗い出し、リスクマップの更新、重要リスクの対策実施およ

びモニタリング等を行い、リスク管理体制の強化を図りました。さらに、優先度の高いリスクにつ
いて、臨時のリスク管理委員会を開催し、その課題と対策について議論を行いました。

・BCP訓練として、本社および千葉工場が同時被災する首都直下地震を想定した、ロールプレイング
訓練を行いました。

・サステナブル調達を目的として、主要原料サプライヤーへアンケートを実施し、リスク要因を抽出
しました。

⑷ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制（効率性確保体制）
①当社は、監督と執行を分離し、その実効性の確保及び意思決定の迅速化を図るために、取締役会と

経営会議にそれぞれ諮るべき事項又はその他決裁によるべき事項を社内規程により適切に区分し、
責任と権限を明確にするとともに、適宜見直しを行う。

②取締役会は、中長期的な視点からの全社経営戦略・方針を策定し、その周知、浸透を図るととも
に、全社的な見地からの監督機能を果たすために、一定の組織機能を管掌する業務執行取締役を選
定する。

③当社は、原則として月１回、また必要に応じ臨時で取締役会を開催する。取締役会は、全社経営戦
略・方針の下、諸施策を実行させるとともに、これらに関する取締役の職務の執行状況及び重要事
項の進捗についてモニタリングする。

④取締役は、取締役会の実効性について、定期的に分析、評価を行い、課題について議論し、向上に
努める。

【運用状況】
効率性確保体制において、全ての基本方針につき「実施している」ことを確認いたしました。
特に2023年においては、以下のような取組みを実施しております。
・管掌役員制度のあり方や監督機能の一層の強化に向け、権限やガバナンス体制の見直しを行いまし

た。
・重要案件について、進捗状況が把握できる一覧表を作成し、定期的にモニタリングを行いました。

⑸ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（企業集団内部統制）
①当社は、子会社を適正に管理するための社内規程を制定し、子会社を統括する主管部門を定め、そ

の責任を明確にすることで、当社グループ全体での内部統制の有効性確保に努める。
②当社は、業務の適正を確保するため設置された内部監査部門が、当社及び子会社を監査し、取締役

及び監査役、取締役会に直接、報告できる体制を構築する。
③当社グループは、財務報告の信頼性を確保し、また会社情報を適正かつ適時に開示するために、関
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連する法令等を遵守し、必要な体制を整備する。
【運用状況】
企業集団内部統制において、全ての基本方針につき「実施している」ことを確認いたしました。

　　 特に2023年においては、以下のような取組みを実施しております。
・関係会社管理規程において、各関連会社の主管部および管理体制を改めて整理し、体制強化を図り

ました。
・グループの内部通報制度として、重要子会社に対し「KHネオケムグループホットライン」を設置い

たしました。

⑹ 当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役の職務を補佐すべき従業員に関する事項
・監査役がその職務を遂行するために補助要員が必要な場合、従業員若干名に、監査役の職務の補助

業務を担当させる。その場合、当該業務については、監査役がその従業員を指揮・監督する。ま
た、当該従業員は業務執行に係る役職を兼務しないこととするとともに、人事異動等については、
監査役の同意を得ることとし、取締役からの独立性を確保する。

②監査役への報告に関する事項
・当社及び子会社の全役職員は、監査役からの要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。特に、

法令もしくは定款に違反する行為及び会社に著しい損害を及ぼす可能性がある事実、又はその恐れ
を発見した場合は、遅滞なく監査役に報告を行う。

・当社及び子会社の全役職員からの監査役への報告については、法令等に従い報告内容を秘密として
保持するとともに、当該報告者に対する不利益な取扱いを禁止する。

③監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項
・監査役がその職務の執行上必要と認める費用について、前払い又は償還等の請求をしたときは、速

やかに当該費用又は債務を処理する。
④その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、監査役は内部監査部門等と連携して監査

を実施することができる。
・全役職員は、監査役の求めに応じ適宜必要な情報提供等の協力を行う。

【運用状況】
当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制において、全ての基本方針につき
「実施している」ことを確認いたしました。
特に2023年においては、以下のような取組みを実施しております。
・監査役に対し、取締役会の付議事項および報告事項等について、会議開催前に情報提供や説明を行

いました。
・監査役に対し、コンプライアンス違反事案・公益通報等について、都度報告や説明を行いました。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

・常勤監査役が、経営会議、コンプライアンス推進会議及び情報セキュリティ推進会議、その他重要
な会議に出席しております。

・監査役が前払い又は償還等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債務を処理しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 8,855 6,186 43,663 △222 58,483

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,250 △3,250
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 6,826 6,826

自 己 株 式 の 取 得 △49 △49

自 己 株 式 の 処 分 4 4
非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 16 16
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 ― 16 3,575 △45 3,546

当 期 末 残 高 8,855 6,203 47,239 △267 62,030

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算

調 整 勘 定
退 職 給 付 に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 570 △25 90 229 864 2,718 62,066

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,250
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 6,826

自 己 株 式 の 取 得 △49

自 己 株 式 の 処 分 4
非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 16
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 565 21 17 245 849 30 879

当 期 変 動 額 合 計 565 21 17 245 849 30 4,426

当 期 末 残 高 1,136 △4 107 474 1,713 2,748 66,493

連結計算書類
連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

注．記載金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数 ３社
主要な連結子会社の名称 黒金化成㈱

㈱黒金ファインズ
KH Neochem Americas, Inc.

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称 晟化（上海）貿易有限公司

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社の合計の総資産、売上高、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社数 １社

主要な会社等の名称 ㈱ジェイ・プラス

⑵　持分法を適用していない非連結子会社（晟化（上海）貿易有限公司）は、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金
（持分相当額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②　デリバティブ 時価法
③　棚卸資産 主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　：３～60年
機械装置及び運搬具：４～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

③　リース資産
イ　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
ロ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

②　修繕引当金 製造設備の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額に基づき、当連結
会計年度に負担すべき額を計上しております。

③　役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役及び執行役員に対する当社株式等の交付に備える
ため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充
足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社グループは、機能性材料、電子材料、基礎化学品及びその他の各事業分野において、製品の製造及び販売並びに
商品の販売を行っております。当該履行義務は、主として顧客へ製品及び商品を引き渡した時点で当該製品及び商品に
対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断しております。
　具体的には、国内販売においては顧客に納入した時点で、輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿
易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。
　有償受給取引のうち、顧客に支払われる支給品の対価が受託品と別個の財又はサービスに対するものでないと判断し
たものについては、加工代相当額のみを純額で収益として認識しております。
　製品及び商品の販売のうち、当社グループの役割が代理人に該当すると判断したものについては、当該対価の総額か
ら第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。
　なお、顧客へ支払う対価にあたる販売手数料の一部については、取引価格から減額する方法で測定しております。
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⑸　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法

イ　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。

ハ　小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお
ります。

②　重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理が可能なものは振当

処理を行っております。
ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引
ハ　ヘッジ方針 当社グループは、通常業務を遂行する上で発生する為替の変動リスクを管理する目

的でデリバティブ取引を利用しております。投機を目的とするデリバティブ取引は
行わない方針です。なお、当社グループは取引対象物の価格の変動に対する当該取
引の時価の変動率の大きいレバレッジ効果のあるデリバティブ取引は利用しており
ません。当社グループは、基本方針及び社内規程に従ってデリバティブ取引を行っ
ております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法 為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日
の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係
は完全に確保されており、決算日における有効性の評価を省略しております。

③　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っております。

会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号  2021年６月17日。以下「時価算定会
計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしまし
た。これによる連結計算書類に与える影響はありません。
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会計上の見積りに関する注記
（修繕引当金）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

2,476百万円

⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　製造設備の定期修繕に要する支出見込額について、過去の実績等を勘案して見積り、当連結会計年度末において負担
すべき額を算出しております。
　新設した設備を除いて同程度の修繕を実施した場合には概ね同程度の支出額になると仮定し、新設した設備の支出見
込額は見積書を入手して修繕引当金を計上しておりますが、鋼材価格や工賃の変動、実施内容の追加及び変更等が生じ
た場合に、修繕引当金の追加計上又は戻入により翌連結会計年度の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

追加情報
（役員に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、役員の報酬について業績との連動性をより一層高めると同時に、株式価値との連動性を明確にし、中長期的
な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、役員に対する業績連動型株式報酬制度「株
式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しております。

⑴　取引の概要
　本制度は、当社が設定する信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」という。）が、当社より拠出す
る金銭を原資として当社株式を取得し、本信託を通じて、役員（社外取締役を除く取締役および執行役員をいい、以下
「役員」といいます。）に対し、当社が定める役員株式給付規程に従って、役位、業績達成度等に応じて当社株式及び
当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」という。）を給付する業績連動型株式報酬制度であり
ます。なお、役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役および執行役員の退任時となります。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式として
計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は266百万円、株式数は105,500株でありま
す。
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決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年３月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,578百万円 42.5円 2022年12月31日 2023年３月27日

2023年８月４日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 1,671百万円 45円 2023年６月30日 2023年９月８日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年３月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,671百万円 45円 2023年12月31日 2024年３月27日

連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額　　123,726百万円

上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

⑵　流動負債のその他のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。
契約負債　　　　118百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　37,149,400株

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

（注）上記の配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式に対する配当金
（2023年３月24日定時株主総会決議分３百万円、2023年８月４日取締役会決議分４百万円）が含まれており
ます。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式に対する配当金４百万円が含
まれております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
投 資 有 価 証 券 （ 注 ２ ） 3,217 3,217 －
資 産 計 3,217 3,217 －
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 5,000 4,989 △11
リ ー ス 債 務 1,566 1,557 △8
負 債 計 6,566 6,546 △19
デリバティブ取引（注３） (6) (6) －

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。また、必要な資金を主に金
融機関からの借入や社債及びコマーシャル・ペーパーの発行等により調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク軽減を図っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。定期的に
時価及び発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを取引目的とした為替予約取引
であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払金」及び「未
払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである
ことから、記載を省略しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額3,681百万円）は、市場価格のない株式等であるため「投資有価証券」には
含まれておりません。

（注３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい
ては（　）で示しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 3,217 ー ー 3,217

資産計 3,217 ー ー 3,217
デリバティブ取引
　通貨関連 ー 6 ー 6

負債計 ー 6 ー 6

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
1年内償還予定の社債 ー 4,989 ー 4,989
リース債務 ー 1,557 ー 1,557

負債計 ー 6,546 ー 6,546

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して
おります。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ
ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時
価に分類しております。
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連結注記表

１株当たりの純資産額 1,720円81銭
１株当たりの当期純利益 184円23銭

事業分野
合計

機能性材料 電子材料 基礎化学品 その他
顧客との契約から生じる収益 50,374 11,668 52,352 822 115,217
その他の収益 ー ー ー ー ー
外部顧客への売上高 50,374 11,668 52,352 822 115,217

デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。
1年内償還予定の社債

当社の発行する社債の時価は、日本証券業協会公表の公社債店頭売買参考統計値を用いて算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

１株当たり情報に関する注記

（注）「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式を、「１株当たりの純資産額」の算定上、期末発
行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度末105,500株）。
また、「１株当たりの当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま
す（当連結会計年度97,232株）。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、化学品事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりますが、顧客との
契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「３．
会計方針に関する事項　⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
　なお、約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１年以内で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素
は含まれておりません。
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連結注記表

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 37,301
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 32,699
契約負債(期首残高) 33
契約負債(期末残高) 118

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末にお
いて存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

顧客との契約から生じた債権は、連結貸借対照表において「受取手形、売掛金及び契約資産」と表示しております。ま
た、契約負債は、「流動負債」の「その他」に含めて表示しており、主に輸出販売に関連して製品及び商品の引き渡し前
に顧客から受け取った前受金であります。
なお、当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金額に重要性はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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株主資本等変動計算書

( 2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
資 本 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 8,855 5,355 40,584 △222 54,573

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,250 △3,250

当 期 純 利 益 6,943 6,943

自 己 株 式 の 取 得 △49 △49

自 己 株 式 の 処 分 4 4
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 3,692 △45 3,647

当 期 末 残 高 8,855 5,355 44,277 △267 58,220

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 570 △25 544 55,117

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,250

当 期 純 利 益 6,943

自 己 株 式 の 取 得 △49

自 己 株 式 の 処 分 4
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 565 21 586 586

当 期 変 動 額 合 計 565 21 586 4,234

当 期 末 残 高 1,136 △4 1,131 59,352

計算書類
株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

注．記載金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
⑵　デリバティブ 時価法
⑶　棚卸資産 主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
⑵　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
⑶　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。なお、一般債権についての貸倒引当金は貸倒実績率がないため、
当事業年度においては計上しておりません。

⑵　修繕引当金 製造設備の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額に基づき、当事業
年度に負担すべき額を計上しております。

⑶　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。

⑷　役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役及び執行役員に対する当社株式等の交付に備える
ため、当事業年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。
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個別注記表

４．収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通
常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社は、機能性材料、電子材料、基礎化学品及びその他の各事業分野において、製品の製造及び販売並びに商品の販
売を行っております。当該履行義務は、主として顧客へ製品及び商品を引き渡した時点で当該製品及び商品に対する支
配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断しております。
　具体的には、国内販売においては顧客に納入した時点で、輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿
易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。
　有償受給取引のうち、顧客に支払われる支給品の対価が受託品と別個の財又はサービスに対するものでないと判断し
たものについては、加工代相当額のみを純額で収益として認識しております。
　製品及び商品の販売のうち、当社の役割が代理人に該当すると判断したものについては、当該対価の総額から第三者
に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。
　なお、顧客へ支払う対価にあたる販売手数料の一部については、取引価格から減額する方法で測定しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理が可能なものは振当
処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針 当社は、通常業務を遂行する上で発生する為替の変動リスクを管理する目的でデリ
バティブ取引を利用しております。投機を目的とするデリバティブ取引は行わない
方針です。なお、当社は取引対象物の価格の変動に対する当該取引の時価の変動率
の大きいレバレッジ効果のあるデリバティブ取引は利用しておりません。当社は、
基本方針及び社内規程に従ってデリバティブ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日
の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係
は完全に確保されており、決算日における有効性の評価を省略しております。

⑵　のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っております。
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個別注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 115,707百万円

売掛金 4,973百万円
未収入金 1,441百万円
買掛金 1,369百万円
短期借入金 3,270百万円
未払金 22百万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 21,150百万円
借入実行残高 9,750百万円

差引額 11,400百万円

会計方針の変更に関する注記
　（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会
計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な
取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
これによる計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
（修繕引当金）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

2,476百万円

⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

追加情報
（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注記表の「追加情報」に同一の内容
を記載しているため、注記を省略しております。

貸借対照表に関する注記

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

３．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しておりま
す。
　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。
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営業取引による取引高
売上高 11,160百万円
仕入高 13,272百万円
その他 18百万円

営業取引以外の取引高 909百万円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 85,944株 21,700株 1,700株 105,944株

種 類 会 社 等 の 名 称 議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 百 万 円 ）

子 会 社 KH Neochem Americas, Inc. 所有   直接 100.0％ 役員の兼務 当社製品の販売 3,289 売 掛 金 1,529

子 会 社 黒 金 化 成 ㈱ 所有   直接　70.9％ 役員の兼務
資金の借入 2,700

短 期 借 入 金 2,700
資金の返済 2,500

関 連 会 社 ㈱ ジ ェ イ ・ プ ラ ス 所有   直接　50.0％ 役員の兼務

当社製品の販売 7,818 売 掛 金 3,412

資金の借入（注2） － 短 期 借 入 金 70

製造受託における
有償支給原料の購入 13,272

買 掛 金 1,369

未 収 入 金 1,441

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注１）上記自己株式には、「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式を含めております（当事業年
度期首85,500株、当事業年度末105,500株）。

（注２）自己株式の株式数の増加21,700株は、「株式給付信託（BBT）」による取得21,700株によるものであります。
自己株式の株式数の減少1,700株は、「株式給付信託（BBT）」による給付によるものであります。

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は修繕引当金及び退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は合併によ
り受け入れた土地に関する時価評価差額によるものであります。

関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等
⑴　価格その他の取引条件は、一般の取引条件と同様に決定しております。
⑵　金利については、市場金利を勘案して決定しております。

（注２）資金の借入については、当社の運転資金として貸付を受けたものであります。
取引金額については、短期間での借入・返済を繰り返しているため、記載を省略しております。
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１株当たりの純資産額 1,602円22銭
１株当たりの当期純利益 187円39銭

１株当たり情報に関する注記

（注）「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式を、「１株当たりの純資産額」の算定上、期末発
行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事業年度末105,500株）。
また、「１株当たりの当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま
す（当事業年度97,232株）。

収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表（収益認識に関する注記）に同一の内容
を記載しているため、注記を省略しております。
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